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（注）厚生労働省「令和元年賃金構造基本統計調査」ほかより国土交通省作成
（出典）国土交通省「最近の物流政策について」2021年１月

（注）�2016年は実績。2020年以降は、男女別、年齢５歳階級別の労働力率を2016年と同じとして算出（75歳以上は、2016年の75歳以
上の労働力率を75～79歳の労働力率とし、80歳以上はゼロとして算出）。

（出典）�総務省「労働力調査年報」（2016年）、国立社会保障、人口問題研究所「日本の将来推計人口」（2017年４月推計）より、み
ずほ総合研究所（当時）作成

ドライバー不足が年々深刻化しています。野村総
合研究所の試算によると、2030年には日本全国で
輸送されている貨物の35％が運べなくなるとされ
ています。
ドライバーの有効求人倍率は、平成30年度以降、
全職業平均と比較すると、およそ２倍という状況

（図表１）労働力人口と労働力率の見通し

（図表２）ドライバーの有効求人倍率の推移

が続いております。（図表２）
次に、運送事業者の視点で見た場合、日本には
６万３千社あまりの運送事業者が存在しますが、
そのおよそ99％が従業員200人以下の中小企業であ
り、10人以下の零細企業が半数近くを占めていま
す。日本の物流はこうした小規模な事業者が結集
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はじめに

今回は、物流業界が抱える「2024年問題」をテー
マに、物流業界にとどまらない環境問題への取組
み事例や業界の垣根を越えた異業種での物流共同
化などをご紹介いたします。
私どもNXグループは、安心・安全な医薬品物
流を構築するため、国内では、新たに４つの地域
に高品質な医薬品物流の専用拠点を新設しました。
同時に、独自設計した医薬品専用の車両を開発し、
社有車として、全国の医薬品卸へ向けて定時運行
サービスのご提供を開始しました。
製薬企業の物流共同スキームをベースに、「日本
通運の医薬品物流プラットフォーム」についてご
案内いたします。

物流を取り巻く環境と2024年問題

昨今、社会問題として認識されつつあります

「2024年問題」につきまして、社会背景と物流への
課題をご説明します。
日本の労働力人口は2020年から2030年までの10
年間で524万人、2040年までの20年間では1,136万人
減少し、その後も右肩下がりに減少を続け、労働
力の不足はますます深刻になることが予測されて
います。（図表１）
大げさに聞こえるかもしれませんが、単純に割
り算をして１日当たりにしてみると、日本では今
後10年間、毎日1,400人以上の労働力が減り続けて
いくということです。
加えて、トラック輸送は一層困難になることが
予想されております。
これは、働き方改革関連法によって、2024年４
月１日以降、貨物自動車運転手（ドライバー）の
時間外労働の上限が年960時間に制限されることか
ら生じる諸問題を指します。いわゆる「2024年問
題」の背景にはこうした労働力の減少と時間外労
働の上限規制が背景にあり、物流業界においては
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が労働時間の上限規制に違反した場合、物流事業
者に課される罰則は、６か月以下の懲役または30
万円以下の罰金となります。しかし、最も大きな懸
念は、違反したことによる既存取引の停止や、入
札参加資格の喪失など、信用失墜による影響です。
結果として、数多くの運送事業者が廃業を余儀
なくされることになったとしても、不思議ではな
い状況と言えます。
また、昨今の物価高騰、値上げの波は、物流業
界も同様です。物流事業者から荷主企業に対し、
運賃の値上げ要請だけではなく、積み込みや荷下
ろし、荷待ち時間といった、従来無料奉仕に近い、
慣習的におこなわれてきた部分の適正料金収受に
向けた動きもあります。
もちろん荷主企業にとっては、経営において物
流費は大きなコストですので、二つ返事で承諾す
ることが難しいのも当然です。ますます荷主企業
と物流事業者の交渉も困難になってくると想像さ
れます。仮に運賃値上げが合意に至ったとしても、
その効果は一時的かつ局所的なものに留まるで
しょう。やはり業界全体での持続的な環境改善に
あたっては、従来に捉われない、新しい物流の在
り方を考え、仕組みを創り上げていく必要があり
ます。
このままの状況が続けば、遠くない将来には、
世の中の様々な貨物が「送れない」、「運べない」、
「届かない」といった物流危機に陥るおそれがあり
ます。私たち一般消費者は身近な宅配便や引越し

をイメージしがちですが、医薬品をはじめ生活必
需品の輸送も例外ではなく、待ったなしの状況で
す。「2024年問題」は、私ども物流事業者だけで解
決できる問題ではなく、行政、荷主企業、消費者
を含めた社会全体で取り組まなければならない喫
緊の課題と認識しております。

共同物流への期待

物流統計では、トラック積載率を現状の約38％
から55％に向上することができれば、需給バラン
スは－35％から－７％に改善するという試算があ
ります。
同業種企業による共同配送は数十年も前からお
こなわれていましたが、近年は異業種の共同配送
もおこなわれるようになってきました。NXグルー
プでは、取引のある異業種のお客様同士の仲介役
となり、共同配送をご提案するなどの取組みにも
力を入れています。
例えば、輸送製品が重たい飲料企業の製品をト
ラック荷台下部に、嵩（容量）のある食品企業の
製品をトラック荷台上部に積載して輸送しており
ます。従来それぞれが個社対応で関東から九州へ
輸送していましたが、共同配送を実現することで、
トラックの使用台数を20％削減できたほか、食品
製品の共通パレット化により荷役作業の大幅な効
率化を実現できました。
上記はすでに実施している事例ですが、共同配

（図表５）トラックドライバーの賃金・労働時間

（出典）国土交通省「最近の物流政策について」2021年１月
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貨貨物物自自動動車車運運送送事事業業者者はは、、約約99％％がが従従業業員員数数200名名以以下下のの中中小小企企業業でで構構成成さされれてていいるる

従従業業員員数数 10人人以以下下 11人人～～20人人 21人人～～30人人 31人人～～50人人 51人人～～100人人 101人人～～200人人 201人人～～300人人 301～～1,000人人 1,001人人以以上上 全全体体

貨貨物物自自動動車車運運送送事事業業者者 31,021 14,155 6,602 5,481 3,825 1,470 370 255 72 63,251
構構成成比比 49.0% 22.4% 10.4% 8.7% 6.0% 2.3% 0.6% 0.4% 0.1% -

（出典）国土交通省　貨物自動車運送事業者数（規模別）令和４年３月　をもとに作成

31,021 

14,155 

6,602 5,481 3,825 1,470 370 255 72 
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

10人以下 11人～20人 21人～30人 31人～50人 51人～100人 101人～200人 201人～300人 301～1,000人 1,001人以上

貨
物
自
動
車
運
送
事
業
者
数

従業員数

23年5月_1.indd   523年5月_1.indd   5 2023/05/15   10:172023/05/15   10:17

Vol.47 NO.5  (2023) 4 (240)

円以上の格差があります。一般的に、ドライバー
の賃金は固定給（基本）の部分より歩合給の割合
が高い傾向にあります。そのこともあり20代前半
までは他産業平均よりも高い賃金ですが、20代後
半では逆転してしまうこともあります。一方、月
間実労働時間は、全産業平均と比べて、道路貨物
運送業は約30時間以上も長いとも言われておりま
す。（図表５）
また、ドライバーの労働時間は、労働基準法に
加えて「自動車運転者の労働時間等の改善のため
の基準」を遵守しなければなりません。この基準
では、ドライバーの始業から終業までの拘束時間
は最大16時間まで、終業から次の始業までの休息

（出典）国土交通省　貨物自動車運送事業者数（規模別）令和４年３月　をもとに作成

（図表３）貨物自動車運送事業者の規模

（出典）国土交通省　「最近の物流政策について」2021年１月

（図表４）運送事業者における従業員の年齢構成
期間は８時間以上を確保すること、
連続運転時間は４時間までとする
ことが定められています。
このような厳正な労働環境のも
と、2024年以降、ドライバーの時
間外労働に対し、現状より大変厳
しい規制が掛かることになります。
ドライバー個人でみた場合、これ
まで支払われていた残業手当を得
ることができなくなることにつな
がり、実質的に収入が減ったドラ
イバーは、別の仕事を求めて離職
する機会が増えることにつながり
かねません。
新たな法規則では、ドライバー

することで成り立っているのが実態です。（図表
３）
また、運送事業者における従業員の年齢構成は、
40歳～55歳未満の割合を比較すると、全産業平均
の34.8％に対し、道路貨物運送業においては44.2％
となっており、高齢化が顕著と言えます。加えて、
10年後、20年後を担う30歳未満の若年層の割合が、
全産業の16.6％に対し、10.2％と非常に低いことが
分かります。（図表４）
さらに、ドライバーの賃金や拘束時間といった
待遇面においても課題があります。
全産業平均と比べて、ドライバーの月収は約
５万円低く、年間所得額では他産業平均から50万
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が労働時間の上限規制に違反した場合、物流事業
者に課される罰則は、６か月以下の懲役または30
万円以下の罰金となります。しかし、最も大きな懸
念は、違反したことによる既存取引の停止や、入
札参加資格の喪失など、信用失墜による影響です。
結果として、数多くの運送事業者が廃業を余儀
なくされることになったとしても、不思議ではな
い状況と言えます。
また、昨今の物価高騰、値上げの波は、物流業
界も同様です。物流事業者から荷主企業に対し、
運賃の値上げ要請だけではなく、積み込みや荷下
ろし、荷待ち時間といった、従来無料奉仕に近い、
慣習的におこなわれてきた部分の適正料金収受に
向けた動きもあります。
もちろん荷主企業にとっては、経営において物
流費は大きなコストですので、二つ返事で承諾す
ることが難しいのも当然です。ますます荷主企業
と物流事業者の交渉も困難になってくると想像さ
れます。仮に運賃値上げが合意に至ったとしても、
その効果は一時的かつ局所的なものに留まるで
しょう。やはり業界全体での持続的な環境改善に
あたっては、従来に捉われない、新しい物流の在
り方を考え、仕組みを創り上げていく必要があり
ます。
このままの状況が続けば、遠くない将来には、
世の中の様々な貨物が「送れない」、「運べない」、
「届かない」といった物流危機に陥るおそれがあり
ます。私たち一般消費者は身近な宅配便や引越し

をイメージしがちですが、医薬品をはじめ生活必
需品の輸送も例外ではなく、待ったなしの状況で
す。「2024年問題」は、私ども物流事業者だけで解
決できる問題ではなく、行政、荷主企業、消費者
を含めた社会全体で取り組まなければならない喫
緊の課題と認識しております。

共同物流への期待

物流統計では、トラック積載率を現状の約38％
から55％に向上することができれば、需給バラン
スは－35％から－７％に改善するという試算があ
ります。
同業種企業による共同配送は数十年も前からお
こなわれていましたが、近年は異業種の共同配送
もおこなわれるようになってきました。NXグルー
プでは、取引のある異業種のお客様同士の仲介役
となり、共同配送をご提案するなどの取組みにも
力を入れています。
例えば、輸送製品が重たい飲料企業の製品をト
ラック荷台下部に、嵩（容量）のある食品企業の
製品をトラック荷台上部に積載して輸送しており
ます。従来それぞれが個社対応で関東から九州へ
輸送していましたが、共同配送を実現することで、
トラックの使用台数を20％削減できたほか、食品
製品の共通パレット化により荷役作業の大幅な効
率化を実現できました。
上記はすでに実施している事例ですが、共同配

（図表５）トラックドライバーの賃金・労働時間

（出典）国土交通省「最近の物流政策について」2021年１月
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「安定供給」、「BCP対応」、加えて、GDPに準拠
するために増加するコストの抑制効果が期待でき
る「物流共同化」の推進です。
こうしたご要望に応えるべく、当社では、３つ
のテーマを掲げて医薬品物流の設計をいたしまし
た。
まず、倉庫・車両設備に対しては、製薬企業が
複数でお使い頂けるように、共同化を前提とした
キャパシティをもつ大規模な拠点と、複数の温度
帯を同時に輸送できるようにすること。次に、大
規模かつ広域の災害を見据えた立地を選定した拠
点と輸送のネットワークを築いて、BCPに備える
こと。３点目に、複数社の物流共同化を可能にす
るIoTを使ったシステム基盤の構築です。
これらのテーマを掲げ、2020年末より「医薬品
専用の物流プラットフォーム」を稼働しました。

（図表６）

（図表７）医薬品物流のサプライチェーン

物流危機：2024年問題への取組み

や中間製品の調達では国際輸送のフォワーダーや
通関業者、国内に入ってからは製薬企業への輸送
業者、製品を保管する倉庫会社、卸へお届けする
輸送業者、卸からは薬局、医療機関へ向けたラス
トワンマイルの多頻度で細かな輸送ネットワーク
が築かれております。
GDPでは、こうした複数にまたがる輸送基準や
輸送品質を、統一した品質基準にすべく、高度な
品質管理を要求していますが、実状は、事業者毎
に方針や取組みに温度差があり、一貫した品質確
保は困難な状況にあります。

日本通運の医薬品物流戦略

前述の状況下で、製薬企業からは、医薬品物流
に対する３つの主要なご要望がありました。

立地選定のポイント①

医薬品
サプライチェーン

「プラットフォーム」を構築
するうえで、まずは立地選定の
ポイントです。
設計するうえで、医薬品が
流通している全体のサプライ
チェーンを入念に調査すること
からはじめました。
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送では、各荷主企業が納品時間やパレットを指定
するなど、さまざまな条件を付けようとすること
で、輸送が制限を受けてしまうケースも多々あり
ます。
そこで、「2024年問題」への対応のみならず、
SDGsのひとつである脱炭素という共通の課題認識
のもとで、従来の慣習や諸条件を根本から見直そ
うとする機運が高まっています。行政と物流事業
者、荷主企業がおなじテーブルに集まって、解決
していこうとするセミナーやセッションが活発と
なり、医薬品の輸送にも展開できるのではないか
と考えております。

医薬品物流に求められる
「安全」と「安心」

医薬品の物流につきましては、ドライバー不足
のみならず、業界特性から派生する克服すべき課
題があります。
代表的なもの３点を記載いたします。
まずは、偽造医薬品の問題です。世界では毎年
数十万人の人々が、偽造医薬品の犠牲になってい
ると言われております。2017年、日本においても
偽造医薬品が発見されました。
幸い、患者が服用前に気付いたため、健康被害
には及びませんでしたが、大きな問題となりまし
た。
次に、厳格な品質管理についてです。近年、バ
イオ医薬品をはじめ、厳格な温度管理を要求され
る医薬品の市場成長が顕著です。その流通には、
新型コロナウイルスワクチンのように、マイナス
数十℃の超低温が要求されるもの、ヒトの体温維
持（40℃前後）で輸送管理するものなど、厳しい
温度管理が必要です。また、近年は、患者一人当
たりの薬価が、数千万円といった医薬品が承認さ
れております。温度のみならず、トレーサビリティ
やセキュリティ確保など、より厳格な物流管理が
求められます。
３点目は、大規模災害への備えです。日本は、
その位置、地形、地質などの条件から、自然災害
が発生しやすい国土です。世界のわずか１％にも

満たない国土面積で、世界中の大規模地震の約
20％が発生している状況です。近年では毎年のよ
うに、各地で台風被害、豪雨被害も相次いでおり
ます。日本は、医薬品の供給が途絶えるリスクが
世界的にみても高いという事実があります。

医薬品の適正流通基準「GDP」

次に、皆様はご存知かと思いますが、改めて医
薬品の適正流通基準、GDP（Good�Distribution�
Practice）についてご紹介します。グローバル化が
進む医薬品流通において、スタンダードな基準で
す。
欧州をはじめとした海外の多数の国・地域では、
法的拘束力をもっております。国内では2018年、
厚生労働省からガイドラインが事務連絡として発
出されました。
GDPは、医薬品製造所から患者の手元に届くま
での品質担保が目的です。安心・安全にご使用頂
くための基本的な流通指針で、医薬品が製造・市
場出荷された状態を維持することを担保するルー
ルです。
具体的には、温度管理、偽造医薬品、異物混入
防止対策等があります。特に日本では温度管理が
注目されております。
物流事業者にはハード・ソフトの両面で基盤整
備と維持管理が求められます。例えば、ハード面
では倉庫、車両、IoTデバイス、ソフト面ではSOP
の策定と実践です。加えて、流通工程における温
度のモニタリングや履歴管理も重要です。（図表
６）

医薬品物流の現状

医薬品物流のサプライチェーンを示すと下記の
ようになります。
海外調達、国内製薬工場、製薬企業の物流セン
ター、卸の物流センター・営業所、医療機関へと
流れます。（図表７）
これらのサプライチェーン上には、複数の物流
プレイヤーが参画しています。海外からの原材料

巻頭企画

23年5月_1.indd   623年5月_1.indd   6 2023/05/15   10:172023/05/15   10:17



Vol.47 NO.5  (2023) 7 (243)

「安定供給」、「BCP対応」、加えて、GDPに準拠
するために増加するコストの抑制効果が期待でき
る「物流共同化」の推進です。
こうしたご要望に応えるべく、当社では、３つ
のテーマを掲げて医薬品物流の設計をいたしまし
た。
まず、倉庫・車両設備に対しては、製薬企業が
複数でお使い頂けるように、共同化を前提とした
キャパシティをもつ大規模な拠点と、複数の温度
帯を同時に輸送できるようにすること。次に、大
規模かつ広域の災害を見据えた立地を選定した拠
点と輸送のネットワークを築いて、BCPに備える
こと。３点目に、複数社の物流共同化を可能にす
るIoTを使ったシステム基盤の構築です。
これらのテーマを掲げ、2020年末より「医薬品
専用の物流プラットフォーム」を稼働しました。

（図表６）

（図表７）医薬品物流のサプライチェーン

物流危機：2024年問題への取組み

や中間製品の調達では国際輸送のフォワーダーや
通関業者、国内に入ってからは製薬企業への輸送
業者、製品を保管する倉庫会社、卸へお届けする
輸送業者、卸からは薬局、医療機関へ向けたラス
トワンマイルの多頻度で細かな輸送ネットワーク
が築かれております。
GDPでは、こうした複数にまたがる輸送基準や
輸送品質を、統一した品質基準にすべく、高度な
品質管理を要求していますが、実状は、事業者毎
に方針や取組みに温度差があり、一貫した品質確
保は困難な状況にあります。

日本通運の医薬品物流戦略

前述の状況下で、製薬企業からは、医薬品物流
に対する３つの主要なご要望がありました。

立地選定のポイント①

医薬品
サプライチェーン

「プラットフォーム」を構築
するうえで、まずは立地選定の
ポイントです。
設計するうえで、医薬品が
流通している全体のサプライ
チェーンを入念に調査すること
からはじめました。
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て石油・ガスの大型備蓄施設など
から一定の距離が離れていること
を、立地選定の条件としました。

GDPに準拠した医薬品
専用設計

次に、運用についてご紹介させ
ていただきます。
設計のコンセプトは、GDPに
準拠した医薬品専用のプラット
フォームを構築するための、「持続
可能な社会の実現、物流共同化の
推進」です。
図表９に従来のプロセスと当社
が構築した共同プラットフォーム
を掲載いたしました。
まず、従来のプロセスでは、各
製薬企業の委託先倉庫から、複数
の運送業者の車両を使って、それ
ぞれの運送業者のターミナルま
で輸送しています。各運送業者の
ターミナルでは、方面別・納品先
別に仕分けされ、再び各運送業者
の車両に積み込まれ、卸のセン

ターまで直行かつ定時納品が可能です。販売物流
における製品保管から配送まで統一した品質で一
元管理することで、品質と安全をご提供しており
ます。

医薬品センター、
国内４拠点に同時新設

次に、拠点のご紹介です。
2020年から2021年初めにかけ、東日本（埼玉県）、
西日本（大阪府）、九州（福岡県）、そして富山（富
山県）の４拠点を同時に竣工いたしました。
規模感は、東日本医薬品センターと西日本医薬
品センターが延床面積で約２万坪、九州医薬品セ
ンターが５千坪、富山医薬品センターは３千坪で
す。（図表10）

（図表９）医薬品共同物流 プラットフォームのイメージ

ターへ納品されます。
このように倉庫から卸のセンター納品までに、
複数のタッチポイントと、複数の運送業者が介在
することで、輸送状況やトレーサビリティにバラ
つきが発生してしまいます。
また、ターミナルでの積み替えでは、製品への
ダメージ、外気による温度逸脱、異物混入など、
いくつものリスクがあり、統一した品質維持には
難しい課題があります。
NXグループでは、品質の均一化、保管・輸送の
共同利用、そして一元管理を実現すべく、機能性
の高い大規模な拠点を設計しました。拠点１階に
は、入庫・出庫ができる輸送共同ターミナルを設
置し、上層階は共同で保管できるスペースを用意
しました。
輸送は当社の専用車両を使い、卸の物流セン

物流危機：2024年問題への取組み
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まずは、医薬品業界の貿易統計数値から圧倒的
に輸入超過となっている調達物流です。日本では、
海外から中間製品のほか原薬や原料などが成田空
港や関西空港を経由して、国内の製造工場に向か
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ております。
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おもに関東と関西の２拠点に製品在庫の拠点、い
わゆるDC（Distribution�Center）在庫が配置され
ています。
最後に、東西のDCから、全国の卸の物流セン
ターや営業所へ配送される販売物流があります。
販売には、海外へ向けた輸出もあります。輸入と
同様に、フライトキャパシティが大きい成田空港
や関西空港などが利用されています。
これらサプライチェーンの個別物流を動線とし
てつなぎ、サプライチェーン・ラインとして捉え
ました。
このサプラインチェーン・ラインが、製薬企業
視点にたったサプライネットワークとなります。
このライン上に４つの拠点を設置しました。
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東北の卸へつなぐ輸送動線、輸入・輸出のゲート
ウェイとなる成田空港への輸送動線、さらに製造
が集中する富山県と埼玉県が結節する輸送動線、
これらを踏まえ埼玉県久喜市に設置しました。
次に、西日本では、関西・中部・北陸の卸へつ
なぐ輸送動線と、輸入・輸出ゲートウェイとなる

関西空港と、関西の製造エリアが結節する大阪府
寝屋川市に設置しました。
さらに九州は、九州地区の卸への供給動線をポ
イントに、アジアHUB構想をもつ福岡空港や北九
州空港と製造機能が集まる山口県に近い北九州市
に新拠点を設けました。
これら３拠点に加え、製造機能に特化した拠点
を富山県に設けました。（図表８）

立地選定のポイント②

災害・ハザード想定

用地選定では、第２ポイントとしてBCP観点を
重視しました。
こだわったのは、その土地がもつ「自然災害へ
の強さ」です。各官庁が発表している最新のハザー
ドマップを基に３つの災害想定を入念に調査しま
した。
まずは、津波による浸水想定で、海岸から少な
くとも５km以上離れている立地を確保しました。
次に、大雨による水害想定です。200年に一度の
発生頻度（想定）において、たとえ周辺で水没す
る可能性があるとしても、倉庫内で医薬品そのも
のへの保管に影響が無い場所を選定しました。
また、地震発生確率と活断層の調査で、30年以
内にマグニチュード７クラスの大規模地震が発生
する確率が３％以内かつ活断層直上に無いポイン
トに限定しました。
周辺には、原子力発電所や軍備防衛施設、そし

（図表８）NXの医薬品サプライネットワーク
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から一定の距離が離れていること
を、立地選定の条件としました。

GDPに準拠した医薬品
専用設計

次に、運用についてご紹介させ
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ターまで直行かつ定時納品が可能です。販売物流
における製品保管から配送まで統一した品質で一
元管理することで、品質と安全をご提供しており
ます。

医薬品センター、
国内４拠点に同時新設

次に、拠点のご紹介です。
2020年から2021年初めにかけ、東日本（埼玉県）、
西日本（大阪府）、九州（福岡県）、そして富山（富
山県）の４拠点を同時に竣工いたしました。
規模感は、東日本医薬品センターと西日本医薬
品センターが延床面積で約２万坪、九州医薬品セ
ンターが５千坪、富山医薬品センターは３千坪で
す。（図表10）
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複数のタッチポイントと、複数の運送業者が介在
することで、輸送状況やトレーサビリティにバラ
つきが発生してしまいます。
また、ターミナルでの積み替えでは、製品への
ダメージ、外気による温度逸脱、異物混入など、
いくつものリスクがあり、統一した品質維持には
難しい課題があります。
NXグループでは、品質の均一化、保管・輸送の
共同利用、そして一元管理を実現すべく、機能性
の高い大規模な拠点を設計しました。拠点１階に
は、入庫・出庫ができる輸送共同ターミナルを設
置し、上層階は共同で保管できるスペースを用意
しました。
輸送は当社の専用車両を使い、卸の物流セン
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NXグループのネットワークでは、これらの国内
販売物流に加えて、海外からの輸入、輸出が可能
となる保税エリアの新設、輸送時の税関対応や専
用梱包のサービスも提供しています。例えば、製
薬企業の製造拠点が集まる富山の医薬品センター
には、国内の東・西センターへ向けた製品の国内
供給のみならず、海外各国への輸出入が可能な保
税や通関機能をもっており、４拠点同じ品質基準
で運営しています。
さらに、施設には出荷判定前の製造機能も有し
ております。
医薬品製造業で外部委託が可能な「包装・表示・
保管等」の製造業について、当社が自ら製造業を
取得して、お客様の製造機能の受託をおこなって
います。厳正な品質管理を要求されるGMPに対応
すべく、各手順（SOP）の標準化とIoTを使ったシ
ステム・データインテグリティを提供していきま
す。

医薬品専用車両の導入

拠点の完成と同時に、輸送事業においても当社
が新たに独自設計した専用車両を全国に配置しま
した。
稼働当初の2020年には52台でスタート、現在127
台が卸物流センターへの納品、製薬企業の製造工
場や輸出入ゲートウェイを運行しています。
トラックの荷台も、拠点と同様に室温20℃（±
５℃）と保冷５℃（±３℃）の２温度帯に対応し
た温調機能を有しております。温度管理輸送時は、

免震屋上への非常用発電機設置 構内給油設備

には、最大72時間の電源供給が可能な非常用発電
設備を屋上階・上層階に設置することで、浸水に
よる電源設備へのダメージ防止も施しました。ま
た、東日本、西日本、九州は建物を免震構造とし
ておりますので、地震による電源設備の損傷リス
クをきわめて低減することができます。
また、３.11の東日本大震災では、長距離輸送車
両の燃料確保が問題となりました。この課題をク
リアすべく、NXグループ内で所有する給油スタン
ドに加え、新たに施設の敷地内に医薬品専用車両
が使える専用の給油スタンドを設けました。東・
西の両センターでは、20,000リットルを超える燃料
用軽油を備蓄しており、現在、走行しているすべ
てのトラックが３日間運行できる燃料を確保して
います。

設計コンセプト③

医薬品に特化した多機能型施設

コンセプトの３つ目は、医薬品サプライチェー
ンの製造から販売に必要な物流をトータルにサ
ポートできるようなネットワークを設計すること
にあります。
品質面で確保したGMP、GDPに加え、物流サー
ビスでは、以下のさまざまな機能を装備していま
す。
一般的な物流ネットワークは、製品の販売物流
が主流になっています。市場出荷判定後の製品の
保管、輸送、配送といった機能をネットワークに
もっています。

物流危機：2024年問題への取組み
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設計コンセプト①

GDPとGMPの品質を確保

コンセプトの１つ目は、GMP（Good�Manufacturing�
Practice）とGDPへの対応です。
さきほど図表７でご案内した、医薬品サプライ
チェーンの物流を担うべく、調達から販売、海外
輸出が一貫してできる品質を確保することを目指
しています。
目標は、製薬工場にも劣らないレベルの温度管
理とセキュリティの確立です。
まずは温度管理です。国内では一般的に１℃か
ら30℃範囲内での室温管理が中心ですが、NXグ
ループは製薬企業の海外展開を見据えて、グロー
バル基準とされるPIC/S�GDP基準である常温20℃
（±５℃）と、保冷５℃（±３℃）の２温度帯管理
にこだわりました。
倉庫内の入荷から出荷まですべてのエリアで、
わずかな温度逸脱の傾向もアラートとモニターで
確認できるよう温度センサーを設置し、万一の停
電や機器の故障時においても温度逸脱が発生しな
いよう、二系統の空調システムを配備しました。
セキュリティは、敷地外周に２ｍフェンスと忍
び返しを設置し、本人確認認証（ICカード）によ
るゲート式入退場とともに、24時間の有人監視を
運営しています。トラック入退出においても同様

の監視を施しながら、各拠点に500台を超えるセ
キュリティカメラを配置しています。倉庫内のハ
イセキュリティエリアへは、登録認証確認（静脈
認証）とともに、高感度画像解析で個人識別可能
なカメラ録画を実施しています。
また、当社は独自の品質保証部門を配置しており
ます。各拠点には弊社社員の薬剤師を配置したう
えで、製薬企業が必要な業態を取得しております。
さらに、昨年末には東・西・九州の３拠点にお
いて、日本では初となるロジスティクス事業と輸
送事業の両事業同時に、外部認証機関によるGDP
認証を取得しました。社内での品質監査だけでな
く外部視点からの品質担保を実践しています。
また、西日本センターでは、製薬企業の製造機
能を担うべく、昨年に法改正されたGMP適合性調
査をクリアし、製薬企業の製造領域（包装・表示・
保管等）にも対応し、サプライチェーンの一躍を
担う体制が確立しております。

設計コンセプト②

災害に強い施設設計

コンセプトの２つ目は、災害に強い施設設計で
す。
大規模な自然災害が発生した状況下でも、確実
な安定供給ができるように設計しました。４拠点

（図表10）NX医薬品センター
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となる保税エリアの新設、輸送時の税関対応や専
用梱包のサービスも提供しています。例えば、製
薬企業の製造拠点が集まる富山の医薬品センター
には、国内の東・西センターへ向けた製品の国内
供給のみならず、海外各国への輸出入が可能な保
税や通関機能をもっており、４拠点同じ品質基準
で運営しています。
さらに、施設には出荷判定前の製造機能も有し
ております。
医薬品製造業で外部委託が可能な「包装・表示・
保管等」の製造業について、当社が自ら製造業を
取得して、お客様の製造機能の受託をおこなって
います。厳正な品質管理を要求されるGMPに対応
すべく、各手順（SOP）の標準化とIoTを使ったシ
ステム・データインテグリティを提供していきま
す。

医薬品専用車両の導入

拠点の完成と同時に、輸送事業においても当社
が新たに独自設計した専用車両を全国に配置しま
した。
稼働当初の2020年には52台でスタート、現在127
台が卸物流センターへの納品、製薬企業の製造工
場や輸出入ゲートウェイを運行しています。
トラックの荷台も、拠点と同様に室温20℃（±
５℃）と保冷５℃（±３℃）の２温度帯に対応し
た温調機能を有しております。温度管理輸送時は、

免震屋上への非常用発電機設置 構内給油設備

には、最大72時間の電源供給が可能な非常用発電
設備を屋上階・上層階に設置することで、浸水に
よる電源設備へのダメージ防止も施しました。ま
た、東日本、西日本、九州は建物を免震構造とし
ておりますので、地震による電源設備の損傷リス
クをきわめて低減することができます。
また、３.11の東日本大震災では、長距離輸送車
両の燃料確保が問題となりました。この課題をク
リアすべく、NXグループ内で所有する給油スタン
ドに加え、新たに施設の敷地内に医薬品専用車両
が使える専用の給油スタンドを設けました。東・
西の両センターでは、20,000リットルを超える燃料
用軽油を備蓄しており、現在、走行しているすべ
てのトラックが３日間運行できる燃料を確保して
います。

設計コンセプト③

医薬品に特化した多機能型施設

コンセプトの３つ目は、医薬品サプライチェー
ンの製造から販売に必要な物流をトータルにサ
ポートできるようなネットワークを設計すること
にあります。
品質面で確保したGMP、GDPに加え、物流サー
ビスでは、以下のさまざまな機能を装備していま
す。
一般的な物流ネットワークは、製品の販売物流
が主流になっています。市場出荷判定後の製品の
保管、輸送、配送といった機能をネットワークに
もっています。
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何が、どこで、どのようなステータスとなってい
るかを即座に確認することができます。
IoTシステムは、調達輸送と倉庫での入荷・保
管・出庫と、販売輸送をつなぎ、４センターすべ
てが、定められた基準＝SOPを逸脱していないか、
一定の進捗に遅延が無いかなどを監視・記録・保
存しています。
当社は物流事業者として、こうした物流データ
をすべて一定期間保持しておりますが、今後、製
薬企業、医薬品業界では、新たな視点、別の観点
からの活用が予測され、データ活用の幅が広く
なってくるものと想定しております。（図表14）

品質維持と改善・向上

オペレーションを維持するために、最も重要な
要素は、施設やシステムだけでなく、人員の教育
と品質保持の仕組みになります。
当社は、2019年に医薬品専門の品質保証部門（医
薬品物流品質保証室）を立ち上げました。
医薬品物流の現場サポートを担う本社事業部門
とは別のラインに、薬機法等の規制で定められた
組織体制を整備して、品質保証部門独自の役員を
配置しました。現場の薬剤師と直接オペレーショ
ンの品質確認ができる体制を敷いています。
「効率優先のオペレーションになっていないか」、
「品質は担保されているか」、内部監査を通じて、
日頃から定期的に点検をおこなっております。
教育においては、本社のバックアップ部門も含
めて、医薬品事業に携わるすべての個々人に対し
て、毎月品質教育がおこなわれています。品質用
語の解説に始まり、SOP解説や逸脱時の対応方法、
記録や保存の仕組みなどが理解できるように、各
自のパソコンを使ったｅラーニング形式の学習を
おこなっています。ちょっとしたAI機能も備わっ
ており、個人別での「理解度」や「定着度」「熟練
度」を分析して、苦手なタスクの再チェックと定
着などに活用しています。人財教育は維持継続の
最大のポイントであり、NXグループは今後も力を
入れて推進してまいります。

（図表13）ドライバーのアクセス制限【イメージ】

（図表14）温度管理物流の仕組み
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ドユースの実現を推進しています。
完成した輸送スキームは、製薬企業の卸向け配
送だけではなく、帰路に製薬企業の製造工場に立
ち寄り、製品を物流拠点へ輸送する調達輸送を実
施しています。CO2削減や、2024年問題を克服す
べく、これらの実現には製薬企業の各部署のご理
解のみならず、卸での納品時間の調整や、業界全
体で取り組むべく輸送機材の共通化も課題である
と認識しております。（図表12）

セキュリティ管理体制

セキュリティにつきましては、日本国内では、

（図表11）NX独自設計の医薬品専用車両

（図表12）トラックのラウンドユース【イメージ】

温度、位置情報、セキュリティチェックといった
GDP要件に必要な情報を、リアルタイムかつ集中
管理しております。
また、トラック設備はサブエンジンを搭載する
ことで、冷凍機が故障した場合でも荷室の温度維
持が可能です。外部コンセントがあれば、アイド
リングや燃料不要で温度管理ができます。（図表
11）

医薬品の共同物流

「持続可能な社会」をテーマに医薬品の共同物流
は、一方向だけの片道運行だけではなく、ラウン

まだまだ性善説にたった共通理解があ
りますが、今後上市されるであろう高
額な医薬品、バイオ医薬品やワクチン
などを想定して、より厳格な設備や監
視ツールを導入しました。
トラックの入場ゲートでは、事前予
約制をもって入構制限をしており、ド
ライバーについても図表13に示すよう
に専用のアクセスエリアを設定し、IC
カードによる入場制限を実施しており
ます。拠点スタッフの通用ゲートも含
めて、24時間の有人集中監視体制をと
り、CCTV監視データや入退場の記録
保存をおこなっています。

GDPが求める物流データの
一元管理と保存について

当社では、各種のデータを一元的
に管理したうえで、共通基盤として
保存・閲覧・活用が可能なプラット
フォームも構築しました。
事例で言えば、温度管理のトレーサ
ビリティという点では、倉庫で発生す
る作業と温度管理を同時におこない、
リアルタイムでその進捗や異常が把握
できる仕組みをもっております。製品
別やロット別、作業単位別で、いま、
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対前年同月比＝

対前年累計比＝ 2022.4〜2023.3 　売上高
2021.4〜2022.3 　売上高

－1  ×100（％）

－1  ×100（％）

コロナ関連・季節要因が寄与、累計2.9％

①３月実績の計算式（小数第二位四捨五入）は次の通りです。

②15日〆、20日〆のデータも一部含んでいます。

Ⅰ　医療用／一般用データ
地区

データ区分
東日本 西日本 全　国

対
前
年
同
月
比

合　計 4.4 4.0 4.2

医療用
医薬品 4.1 3.7 3.9

一般用
医薬品 8.0 7.4 7.7

対
前
年
累
計
比

合　計 3.5 2.7 3.1

医療用
医薬品 3.3 2.5 2.9

一般用
医薬品 6.6 6.1 6.4

（単位　％）

Ⅱ　医療用医薬月商規模別データ［医療用医薬品］

データ区分 対前年同月比 対前年累計比
地域

医薬月商規模 東日本 西日本 全　国 東日本 西日本 全　国

200億以上 4.4 4.5 4.4 3.9 2.6 3.3
100億〜200億 3.0 2.6 2.7 1.9 1.6 1.7
50億〜100億 －0.9 2.7 2.0 －1.5 3.1 2.2
30億〜50億 － －2.5 －2.5 － －3.8 －3.8
平均 4.1 3.7 3.9 3.5 2.4 2.9

20億〜30億 4.0 6.5 4.8 0.8 4.2 1.9
10億〜20億 2.6 －1.0 －0.2 －7.8 1.8 －0.6
3億〜10億 12.9 18.6 16.7 0.2 23.4 15.1
5千万〜3億 － － － － － －
5千万未満 － － － － － －
平均 4.4 4.3 4.3 －0.6 5.4 2.4
総平均 4.1 3.7 3.9 3.3 2.5 2.9

（単位　％）

調 査 月 報 クレコンリサーチ＆コンサルティング（株）
データマネジメント本部

前年との累計を比べると…

2023.3 　売上高
2022.3 　売上高

2023年３月販売実績
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医薬品の高額化・専門化・直送化
について

今後、高額な医薬品は、専門医療機関での診療
に特化され、慢性疾患の治療薬などは、ネット注
文による患者宅配送への直送ニーズがますます増
えてくると考えられます。
NXグループでは、全国で数多くの医療機器（メ
ディカルデバイス）の物流を担っており、高度管
理医療機器では、すでに手術に合わせた医療機関
への直送やネットを使った患者直送に対応してお
ります。こうした医療機器で培ったノウハウを、
今後、求められる新たな医薬品物流スキームとし
て実施の準備も進めております。

さいごに

2024年問題をはじめとした物流問題をテーマに、
NXグループのソリューションをご紹介させていた
だきました。2024年以降、物流はますます厳しい

環境に置かれることは間違いありません。荷主企
業においても、これまでどおりの物流サービスを
享受できる保証はありません。今後は、物流事業
者としても貨物の受託制限等、望まぬ決断を迫ら
れることも増えてくるでしょう。
このような事態を回避するためには、ドライ
バーの労働環境改善に加え、物流そのものの刷新
が重要です。監督官庁をはじめ、製薬企業の各部
門の方々、医療機関、患者の全員が当事者意識を
持ち、この危機を乗り越えていかなければなりま
せん。
NXグループのミッションは、「製薬企業が開発
製造された医薬品の品質をそのままに患者にお届
けすること」です。
NXグループでは、共同物流やさまざまな輸送ス
キームをご提供しながら、これからも医薬品の安
心・安全な流通を社会的使命と捉え、高品質な物
流サービスを提供することで、社会に貢献し続け
たい、と強く願っております。
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